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私たちコープ自然派は関西・四国の２府８県において活動している生活協同組合のグループです。これまで基本スロー

ガン「国産派宣言」を掲げ、日本の農業を守り、食料自給率を向上させることを基本方針としました。また食と農と環境を

一体として、日本の農業を守ることで、地域の食文化の継承、自然環境・生きものを守る活動をすすめています。さらに「誰

もが有機農産物を食べることができる社会」をめざしています。 

畜産飼料価格が高止まりしています。配合飼料価格は、ロシアによるウクライナ侵攻を受けた需給の逼迫（ひっぱく）や

円安などが重なり、１トン当たり１０万円程度の歴史的な高値が続いています。価格高騰の長期化は多くの生産者が懸念

しており、これを直接的な要因として廃業を余儀なくされた例もすでに顕在化しています。全国の生産者が経営を継続で

きるよう以下の通り要望します。 

 

記 

 

1. 歴史的な飼料価格高騰に対して実質負担を緩和する緊急的追加措置を要望します。  

貴省は昨年１０～１２月期について、農家の実質負担が同７～９月期と同程度になるよう、配合飼料価格安定制度とは別

に１トン当たり６，７５０円を補填する支援を、本年度予算予備費で措置しました。しかし、配合飼料価格は２０２０年を１００

とした物価指数において、２０２３年１月時点で１７９．５と約１．８倍となっています。またこの１０年間を見ると、２７年１～３

月期の約２倍となっており、まさに歴史的な飼料価格高騰と言えます。しかし、その一方で精肉市場相場はあまり上昇し

ておらず、これ以上のコスト増は畜産経営に致命傷になりかねません。緊急的追加措置として補填の増額が必要と考え

ます。  

 

2. 飼料価格高騰に対する新たな飼料価格安定制度の創設を要望します。  

現行の配合飼料価格安定制度は、歴史的な飼料価格高騰の前では、十分機能しているとは言えません。現制度は民間

（生産者と配合飼料メーカー）の積立てによる「通常補塡」（直前１カ年の平均を上回った場合に補填される）と異常な

価格高騰時に通常補塡を補完する「異常補塡」（国と配合飼料メーカーが積立て、同比１１５％を超えた場合に補填さ

れる）の二段階の仕組みにより生産者に対して、補塡を実施しています。なお配合飼料メーカーの積立ては、飼料代に加

算され、実質的には生産者が負担しています。現状は１１５％どころではなく、３年間で約１．８倍となっており、異常水準と

なっています。また近年の気候危機による不作や各国の輸出制限を考えると、歴史的なものではなく、この状況が常態化

されることも想定されます。飼料価格の高止まりに対応した、新たな飼料価格安定制度の確立が急がれます。これは経

営安定交付金（マルキン）と連動させた、新たな制度の創設として要望します。 

 

3. 生産者が安心して、生産活動を行うために、生産コストに基づく適正な価格形成を促す総合施策の確立を要望します。  

問題は飼料価格の高騰だけではありません。燃料・電気などのエネルギー価格、また人件費・物流費が高騰する一方、

価格転嫁が進まず、畜産経営は悪化の一途をたどっています。弊協の生産者からも「このままでは畜産の担い手がいな

くなる」との不安の声が上がっています。生産者が安心して、生産活動を行うために、抜本的な制度改定が求められてい

ます。昨年１１月、野村農相は生産コストに基づいて農産物の適正な価格形成を促すフランスの「エガリム法」を調査研

究していると明らかにしています。日本も消費者に理解を促し、適正な価格転嫁ができる環境整備が必要となっていると

思います。適正な価格転嫁を行うためには、消費者理解もさることながら価格転嫁に見合う賃上げの実施など総合施策

の確立が求められています（なお「エガリム法」は１と２があり、１はオーガニック給食を推進する法律として、制定されて

います）。貴省が調査研究されている「エガリム法」から日本の新たな食と農のあり方が実現できるようになればと念願

しており、制度の確立ためには協力を惜しみません。  

以上 


